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研究成果の概要（和文）：本科研プロジェクトの主たる研究成果は、第一に、現代社会におけるグローバル化と
情報化に伴うシティズンシップの変容に対応した新たな教育プログラムの開発に向け、その基盤となる市民能力
像を、理論研究と実証研究の双方の視点から多面的に解明したことである。第二の成果は、英国をはじめとする
海外研究者（シティズンシップ教育、人権教育、ケイパビリティ・アプローチ等）との交流を進め、当該テーマ
に関する国際比較研究の基礎を構築できたことである。

研究成果の概要（英文）：The main results of this KAKEN project are as follows: 1) To develop new 
educational programs that address the transformation of citizenship in the context of globalisation 
and the rapid transition to an information society, we have multidimensionally examined a set of 
alternative images of ‘citizens’ as the foundation for such programs from sociological 
perspectives, based on both theoretical and empirical research. 2) Through collaboration with 
researchers and practitioners in the UK and other countries, especially in the field of citizenship 
education, human rights education, and capability approaches, we have established a solid foundation
 for international comparisons on this theme.

研究分野： 教育社会学・福祉社会学

キーワード： 生きられたシティズンシップ教育　能力の「シビルミニマム」　アクションリサーチ　コンピテンシー
　人権教育（HRE）　ケイパビリティ・アプローチ（CA）　教育/福祉の境界

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果の学術的・社会的意義は、従来のシティズンシップ教育研究の枠組みでは十分に注目されてこなかっ
「部分的市民」や「学校制度外の学び場」の事例、とくに、こうした現場におけるあるべき人間像をめぐる葛藤
の過程に注目することで、既存のシティズンシップ教育が前提としてきた「自律的」で「能動的」な市民像を、
文脈依存性や政治性という観点から再考し、それに代わる視座の可能性（自律の関係論的転回、何もしないこと
の能動性等）を提示したことにある

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
本研究の学術的背景には、1990 年代以降、グローバル化の進展に伴い、欧米社会をはじめと

する先進諸国でコミュニティの地位身分であるシティズンシップが、その「範囲」（包摂／排除
の規範）、「内容」（権利と責任）、「深度」（アイデンティファイの程度）の三軸で再編されつつあ
ること、とりわけ、「国民」という強固なメンバーシップを前提とする福祉国家的な社会的シテ
ィズンシップの正統性が揺らぎ始めた結果、新たな社会的包摂の手段が模索されていることが
ある（Delanty 2000=2004; Heater 1999=2002; 亀山 2007, 2013; Osler and Starkey 2005, 
2018(1996); Oxley and Morris 2013; Shachar et al. eds. 2017）。 
 1990 年代以降、欧米圏を中心とする先進諸国では、「市民」とは誰かという問いが政策上の争
点となっている（小玉 2003; 宮島 2014; Jerome and Starkey 2021; 寺田 2017）。その主な背
景としては、グローバル化の進展に伴い、国境を越えた人、モノ、情報の移動が活発化し、市民
／非市民の境界線が揺らぎ始めていることがあげられる。 
こうしたなか、近年の欧米圏の教育学や教育社会学の領域では、「シティズンシップ教育」を

いかに構想し、実施していくかが注目を集めている（Biesta 2011=2014; Davies et al. eds. 
2018; Gaudelli 2016; 石田 2019; Kennedy and Brunold eds. 2016; Kitayama 2018; 若槻 
2014; 渡辺 2019）。それは、市民の境界線が流動化するなかで、あらためて「社会」の構成員と
して備えるべき資質や能力とは何かと同時に、そうした資質や能力をいかに獲得すべきかとい
うことが、教育政策上の重要課題となっているからである。たとえば、比較教育学の領域では、
非市民とみなされがちな「移民」の子どもたちの学習機会（言語教育、歴史教育、政治教育等）
をいかに多面的に保障し、市民として社会的に包摂するかという観点から、同質的な国民像を前
提とした同化主義的な教育政策のあり方が批判的に考察されており（Peterson et al. eds. 
2016）、日本でも同様の問題関心にたった社会学的研究が蓄積されている（宮島 2014; 大野 
2017）。 
 しかし、こうしたシティズンシップ教育をめぐる昨今の研究動向に対しては課題を指摘する
ことができる。それは、市民／非市民の境界線に注目が集まる一方で、市民の内部における多様
な排除や分断の問題、言いかえれば、「部分的市民」（亀山 2007）の教育や学びの問題が看過さ
れがちだという課題である。たとえば、ここでいう部分的市民とは、女性や高齢者、子ども、教
育機関の中途退学者、フリーター、障碍者のように、国籍という地位資格の点では同じシティズ
ンシップを持っていても「二級市民扱い」され、十全な権利を享受することができない人々のこ
とである（亀山 2007: 87-8）。とくに日本のシティズンシップ教育の現場では、部分的市民の教
育問題は、学校制度や福祉制度、労働市場という社会構造上の問題を背景として生じるものであ
るにもかかわらず、シティズンシップ教育による公的支援の対象としては認識されにくく、その
重要性が見落とされてしまっている。 
そのため、日本のシティズンシップ研究の文脈において重要となるのは、シティズンシップ教

育が前提とする「あるべき人間像」を、学習者自らの日常的な視点（葛藤、交渉、同調、躊躇等）
から、反省的かつ多角的に問い直すことであり、その視点から、新たなシティズンシップ教育の
プログラムを構想していくことである。 
 
２．研究の目的 
以上の学術的背景に注目する本研究は、先行研究の知見に多くを負いつつも、その課題を克服

すべく、現代におけるグローバル化と情報化に伴うシティズンシップの変容に対応した新たな
「シティズンシップ教育」のプログラムの開発に向け、その基盤となる市民能力像（能力の「シ
ビル・ミニマム」）を、学習者自らの日常的な実践の視点から解明することを目的として設定し
た。 
 
３．研究の方法 
上記の目的を遂行するためには、理論と実証にまたがる学際的な研究体制が不可欠であるた

め、本研究では、理論班（社会・経済理論）と実証班（教育社会学・福祉社会学）からなる研究
組織を構築し、以下のような研究を進めることにした。 
 
1）理論研究：シティズンシップ論の整理と能力概念の批判的検討（統括：亀山） 
ここでは、シティズンシップ研究の論点（範囲・内容・深度の再編）を整理し、従来の能力論

の枠組みを再検討した（担当：森田、亀山、村上、平野、時安）。具体的には、亀山が中心とな
り、近年のシティズンシップ論（B・ターナー、C・ヨプケ等）の研究動向をレビューするととも
に、シティズンシップ研究の隣接領域である多文化主義論（W・キムリッカ等）とケイパビリテ
ィ論（A・セン、M・ヌスバウム、Ｉ・ロビンズ等）において、「市民とは誰か」（想定される市民
の要件）という観点から、能力開発がいかに位置づけられているかについて分析した（Fourcade 
2016; Hart 2012, 2016; Hart and Brando 2018; Joppke 2017; Kymlicka 2001; Lister 2003; 
MaCowan; Nussbaum 2000=2005, 2006; Pfister 2012; Robeyns 2006; Sen 1992=2018; Turner 



2001; Warming et.al 2017; Walker and Unterhalter eds. 2007 等）。 
また、シティズンシップ研究に密接に関わる人権教育研究の分析枠組みにも注目し、その類型

論や定義についてもレビューを行った（Bajaj 2017, 2018; Jerome and Starkey 2021, 2022; 
Olxey and Morris 2013; Osler and Kato 2022; Osler and Starkey 2005, 2018(1996); Pashby 
et. Al 2020; Starkey 2015; Tibbits 2017）。 
 
2）実証研究：国内外フィールド調査／アクションリサーチ（統括：森田） 
他方、実証研究としては、国内外でフィールド調査を実施し、その結果の整理に上記の理論研

究で得られた分析枠組み用い、先行研究で前提とされてきた「自律的」で「能動的」な市民像を
批判的に考察した（担当：森田、亀山、平野、鎮目、寺田）。 
第一に、先行研究では、シティズンシップ教育の事例として正規学校内の取組みに焦点が当て

られてきた。そこで国内調査では、先行研究が見落してきたシティズンシップ教育の実践として、
不登校児童生徒の居場所づくりを目指す民間のフリースクールと、海外にルーツをもつ子ども・
若者が通う日本語教室、及び、夜間中学を選び、森田が中心となり学習者（成人含む）の多様な
ニーズ（進学、集団適応、就労、識字、日本語・母語教育、アイデンティティ、就学援助等）に
対応しつつ、そこでは、どのような市民像（人間像）が前提されているかとともに、いかなる「能
力」の向上が目指されているかを比較した。とりわけ、学習者のニーズと当該活動の目標（とく
に自律・自立モデルと多文化共生観）の間で、日常的にいかなるジレンマが生じているかを分析
した。 
第二に、シティズンシップ教育の「発祥地」とされる英国を選び、国内外の研究協力者と協働

しながら現地調査を実施した。とくに、森田と平野は、コロナ禍が収束した 2022 年度以降に、
ロンドンで中等教育におけるシティズンシップ教育の「必修化」の実態について、当該分野を専
門とする研究者と実践家にインタビューを実施した。 
 
４．研究成果 
本科研プロジェクトの主な研究成果は、下記の 3点である。第一の成果は、シティズンシップ

教育の基礎理論に関するものである。上述のように、シティズンシップ研究の領域では、近年、
グローバル化と情報化が急激に進行するなか、従来の「自律的」で「能動的」な主体像が、学習
者の多様な背景やニーズを考慮せず、そうした画一的なモデルへの同一化をせまるものだとし
て批判的に考察されている。こうした動向のなか、本科研では、2019 年度以降、亀山と平野、時
安が中心となり、本プロジェクトにおける理論研究の成果を公表してきた。その最終年度にあた
り、亀山、平野、寺田は「関係論的転回」という観点から、プロジェクト全体の研究成果を、『社
会政策』の小特集（「市民の自律をめぐる諸探究：社会政策への規範的アプローチ」）に公表した
（亀山 2024; 亀山・平野・寺田 2024; 平野 2024; 寺田 2024）。とくに本特集おいて、平野
は、従来は管理の洗練化としてとらえられがちであったテクノロジー（ナッジ等）の導入と
それにともなう社会環境の変化を、「市民の自律の促進」（エンハンスメント）という側面に
注目して考察しているが、この視点は、自律概念の文脈依存性や政治性を考察するうえでき
わめて重要である。また、亀山、平野、村上、寺田は、本プロジェクトにおける理論研究の
成果を、『福祉社会学文献ガイド』の文献解題（分担執筆）として整理した（福祉社会学会
編 2023）。さらに、鎮目は、本科研の中心テーマである社会的シティズンシップの特徴と変
容に関連して、国際学会（RC 19 Annual Meeting, International Sociological Association）
で公表した。 
 第二の成果は、シティズンシップ教育のフィールド調査に関わるものである。上述のように、
これまでシティズンシップ教育研究の領域では、民間施設や学校制度外の学び場（フリースクー
ル、デモクラティック・スクール、自主夜間中学等）の実践が軽視されてきた。その結果、先行
研究の視点からは、こうした施設に通う学習者像、すなわち、メインストリームの学校では排除
されたり、周辺化されたりするような学習者のニーズが十分に考察されてこなかった。そこで本
プロジェクトでは、こうした民間施設に通う人々たちが、「市民」として獲得すべきとされてい
る能力観についてフィールド調査を行い、その結果を「日本型学校主義的シティズンシップ」及
び「何もしないことの能動性」という観点から、国際学会で発表した（Annual HDCA Conference, 
Human Development and Capability Association、2019 年は森田、亀山、平野、村上の共同発
表、2023 年は森田の個人発表）。また、森田は、上述の「自律的」な市民像をめぐる論点につい
て、シティズンシップ教育とケイパビリティ研究を接続しながら考察し、その成果を「迷う市民
像」という観点から整理するとともに、子ども・若者たちの「移動可能性」の向上という観点か
ら考察した（森田 2020, 2021, 2023）。さらに、森田は、従来の自律的な市民像を再考すべく、
「生きづらさの仕分け」という概念を提示し、不登校・欠席研究とケイパビリティ・アプローチ
の接続可能性について考察した結果を、『福祉社会学研究』に発表した（森田 2022）。 
 第三の成果は、海外研究者とのネットワーク構築である。2019 年以降、森田と平野が中心と
なり、シティズンシップ教育研究の伝統のある英国において、シティズンシップ教育研究、人権
教育研究、ケイパビリティ・アプローチ関連の現地研究者、及び、シティズンシップ教育の啓発
活動を行う市民団体（ロンドン）と交流し、シティズンシップ研究の国際比較研究を実施するた
めの基盤的なネットワークを構築することができた。とくに、2022 年には森田が英国の研究機
関（UCL Institute of Education）に所属し、その研究成果を国際学会（IAHRE 2024 Conference, 



International Association for Human Rights Education）で発表した。 
 以上のように、本科研プロジェクトでは、現代社会におけるグローバル化と情報化に伴うシテ
ィズンシップの変容に対応した新たな教育プログラムの開発に向け、その前提となる市民像に
関する基礎研究を遂行することができた。今後は、こうした分析枠組みを応用すべく、新たな研
究プロジェクトを立ち上げ、その枠組みの妥当性と汎用性について、理論研究と実証研究の双方
から検討することを計画している。 
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